
通信機器メーカーが躍進する電機産業
（欧州）

欧州の電機メーカーが改革を進めている。各社は世界的な競争激化に対応するため、通

信を主とするコア事業に投資を集中、積極的に企業買収を進めている。この動きをいち早

く進めたノキアやエリクソンは９９年、欧州で売り上げベスト５の電機メーカーに躍進した。

仏アルカテルも通信機器メーカーへの脱皮をはかる。一方，独シーメンスは総合電機メー

カーのかたちを守りながらも、不採算事業の統合や分社化などの経営再編を進めている。

同社から分社化した半導体メーカー、インフィニオンは売り上げが急増している。蘭フィ

リップスも９０年代を通して経営の建て直しを進めた。同社は家電などの成熟商品を多く抱

えており、家電と携帯電話の連携という新しい道を模索する。

欧州各国で、次世代携帯電話規格であるＵＭＴＳ向けの周波数帯割り当てが行われてい

る。競売形式をとった国では落札価格が高騰するケースもでており，通信メーカーにとっ

て大きな負担となる。このため，次世代と現行の中間の技術であるＧＰＲＳ方式がにわか

に注目を浴びている。本レポートでは、欧州電機メーカー各社の最新動向と欧州における

次世代携帯電話の動向について報告する。

欧州の電機産業は大きく変化している。大

手メーカーは経営資源をコア事業に集中し、

企業買収によってコア事業をさらに強化しグ

ローバル化をはかる一方、それ以外の部門は

分離独立化や子会社化、売却などを進めてい

る。その結果、９０年代半ばまで総合電機メー

カーや重電メーカーが占めていた売り上げラ

ンキングの上位には、現在では、シーメンス

（Ｓｉｅｍｅｎｓ）を除き通信機器などを中心と

したメーカーが名を連ねている。ＡＢＢやア

ルストム（Ａｌｓｔｈｏｍ）、ＧＥＣなどの重電機

１．総合電機メーカーに変革の波
器メーカーはランキングからほぼ姿を消し、

代わって上位５社に入っているのが携帯電話

で成長中のスウェーデンのエリクソン

（Ｅｒｉｃｓｓｏｎ）とフィンランドのノキア

（Ｎｏｋｉａ）である（表１参照）。

デュッセルドルフ・センター

表１ 欧州電機メーカーの売り上げランキング

９５ 年 ９９ 年

１ シーメンス シーメンス

２ フィリップス フィリップス

３ ＡＢＢ エリクソン

４ アルカテル・アルストム アルカテル

５ ＧＥＣ ノキア

（出所）データクエスト、ヴィルトシャフツボッヒェ
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フィリップス（Ｐｈｉｌｉｐｓ）やアルカテル

（Ａｌｃａｔｅｌ）の売り上げの伸びが１ケタ台で

あるのに対して、エリクソンの９９年の売り上

げは自国通貨建てで前年比１７％増、ユーロ建

てでは２５％増であった。ノキアは売り上げを

４８％、営業利益を５７％も伸ばしている。エリ

クソンはアルカテルを抜いて、欧州３位の電

機メーカーとなった（表２参照）。

（１）ネットワーク事業に注力するノキア

ノキアは今、最も注目を集めている企業で

ある。ゴム長靴のメーカーが事業転換でエレ

２．ノキア、エリクソン、アルカテル

クトロニクスメーカーとなり、さらに９０年代

後半からは携帯電話に特化、ほかの部門を

次々と売却した。その後もモトローラ

（Ｍｏｔｏｒｏｌａ）、エリクソンを追い落とし、９８

年には世界一の携帯電話メーカーとなった。

９６年には５０％以上の世界シェアを有していた

モトローラは９９年には約１７％に、欧州での

シェアは約１４％に落ちた（表３、表４参照）。

ノキアは９９年には１９８億ユーロの売り上げ、

３９億ユーロの利益をあげた。２０００年第１四半

期にも売り上げを前年同期比６９％増の６５億

ユーロに拡大させ、利益は７６％増の１３億ユー

ロとなった。

現在ノキアが力を入れているのは、ネット

ワーク事業である。これは次世代携帯電話を

インターネット端末にして、世界のどこから

でも自由に高速アクセスができるようにする

事業で、各社が主導権を争っている。ノキア

の次世代携帯電話はフィンランド、中国、日

本などで試験中で、インターネット技術は米

企業の買収によって入手している。ｘＤＳ

Ｌ（注１）基本技術はダイヤモンド・レーン社

（ＤｉａｍｏｎｄＬａｎｅ）、ルーター技術はイプシ

ロン社（Ｉｐｓｉｌｏｎ）、ネットワーク安全技術は

表２ 欧州電機メーカーの売上高

（単位：１００万ユーロ）

９８年 ９９年

１ シーメンス ６０，１７２ ６８，６００

２ フィリップス ３０，４５５ ３１，４５９

３ エリクソン １９，５２３ ２４，４００

４ アルカテル ２１，２５９ ２３，０２３

５ ノキア １３，３２６ １９，７７２

（出所）表１に同じ。

表３ 携帯電話の世界シェア

（単位：１００万台、％）

９８ 年 ９９ 年

販売台数 シェア 販売台数 シェア

ノキア ３８．６ ２２．５ ７６．３ ２６．９

モトローラ ３３．４ １９．５ ４７．８ １６．９

エリクソン ２５．９ １５．１ ２９．８ １０．５

サムスン ４．７ ２．７ １７．７ ６．２

パナソニック １４．５ ８．４ １５．６ ５．５

シーメンス ５．０ ２．９ １３．０ ４．６

アルカテル ７．２ ４．２ １１．６ ４．１

三菱電機 ４．８ ２．８ ９．７ ３．４

（出所）表１に同じ。
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アーケミー社（Ａｌｃｈｅｍｙ）など、いずれも

会社ごと技術を買い取っている。フュージョ

ン・ワン（ｆｕｓｉｏｎＯｎｅ）など米国のベン

チャー企業への投資にも積極的である。

移動型情報通信システムの端末となるのは

携帯電話だけではない。パソコンやノート型

パソコン、携帯情報通信端末（ＰＤＡ）など、

ネットワークに接続できる機器は、すべてノ

キアのビジネスの対象となる。自宅ではどの

部屋からも無線でインターネットに接続でき

るＷＬＡＮ（ｗｉｒｅｌｅｓｓｌｏｃａｌａｒｅａｎｅｔｗｏｒｋ）

で、外では次世代携帯電話端末として、職場

では社内の無線ネットワーク端末として利用

できる機器の開発を目指している。このため、

ＰＤＡ の 大 手 メ ー カ ー、 米 パ ー ム 社

（Ｐａｌｍ）と提携、同社のソフトウエアをノ

キアの次世代携帯電話に搭載することになっ

た。サン・マイクロシステムズ（ＳｕｎＭｉ‐

ｃｒｏｓｙｓｔｅｍｓ）、シスコシステムズ（Ｃｉｓｃｏ

Ｓｙｓｔｅｍｓ）などインターネット関連技術の

トップ企業とも協力して、携帯電話とイン

ターネットの融合を図っている。また、金融

機関やクレジットカード会社とも協力して、

携帯電話による代金支払いも試験中である。

携帯電話用高速情報通信技術（Ｇｅｎｅｒａｌ

ｐａｃｋｅｔｒａｄｉｏｓｅｒｖｉｃｅ：ＧＰＲＳ）も開発済み

で、既に２０社以上とライセンス契約を交わし

ている。この技術は、ＵＭＴＳ（Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ

ＭｏｂｉｌｅＴｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓＳｙｓｔｅｍ）ラ

イセンスを取得できない通信業者には特に重

要である。

（２）地上中継設備で強いエリクソン

エリクソンは、携帯電話地上中継設備で

ノーテルネットワークス（Ｎｏｒｔｅｌ Ｎｅｔ‐

ｗｏｒｋｓ）やルーセント・テクノロジー（Ｌｕ‐

ｃｅｎｔＴｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ）を押えてトップに立っ

ている。売り上げの３分の２を占めるのも、

こうしたネットワーク機器部門であった。し

かし、携帯電話端末ではノキアやモトローラ

に差を付けられ、世界シェアでは１０．５％で３

位、欧州シェアでは９．２％で、シーメンス

（１０．３％）やアルカテル（９．７％）に続く５

位となっている。新型モデルを次々と市場に

送り込む競争で、エリクソンは他社に遅れを

とった。また、部品の調達が間に合わずに、

部品不足で携帯電話の製造に大きな支障が出

ている。このため、９９年の税引き前利益は１０

％縮小し、２０００年第２四半期には約２億ユー

ロの営業損失を出した。

こうした状況を背景に、エリクソンは利益

率が高いネットワーク部門に経営資源を集中

させるため、携帯電話部門をアルカテルに売

却するのではないかとのうわさが流れている。

だがエリクソンはこれを全面的に否定、携帯

電話部門の利益率を改善するための戦略を発

表している。機種の数を減らし、安価な機種

では相手先ブランドによる生産（ＯＥＭ）購

入を増やすが、すべての需要層をカバーする

ために商品の広い幅は残すとしている。

表４ 携帯電話の欧州シェア

（単位：％）

欧州市場

１ メーカー名 シェア

２ ノキア ２８．９

３ モトローラ １４．０

４ シーメンス １０．３

５ アルカテル ９．７

６ エリクソン ９．２

７ フィリップス ６．８

８ サジェム ６．０

９ パナソニック ３．６

１０ サムスン ３．０

１１ 三菱 ２．４

ボッシュ ２．０

その他 ４．１

（出所）表１に同じ
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（３）アルカテル、通信機器メーカーに脱皮

総合電機メーカーであったフランスのアル

カテルは、９０年代後半に多くの部門を切り離

して通信機器メーカーに脱皮した。９８年以降

は、米国の技術系企業を次々と買収して傘下

に収めた。このための投資額は５０億ドルを超

えている。９９年の売り上げに占める通信機器

関連の比率は８５％で、特にＡＤＳＬ（注２）や光

ファイバーなどのネットワーク技術で、同社

は世界のトップ企業となっている。

携帯電話の分野でも、西欧ＧＳＭ携帯電話

市場で４位を占め、調査会社データクエスト

が５月に発表した２０００年第１四半期の数字で

は、１３．４％のシェアでシーメンスを抜いて欧

州３位になった。アルカテルは２０００年の携帯

電話販売目標を、前年の倍に相当する２，０００

万台としている。第１四半期には既に５００万

台を販売しており、このペースが続けば目標

達成は可能とみられる。同社は６，０００万ユー

ロを投資して、フランスのラヴァルとイルキ

ルヒ（ストラスブール近郊）、および上海に

ある携帯電話工場を拡張中である。

アルカテルは２０００年５月、次世代携帯電話

の分野で富士通と提携し、同社が６６％、富士

通が３４％を出資する合弁会社を設立すると発

表した。この合弁会社は、次世代携帯電話の

ＵＭＴＳ技術を他社に先駆けて商業化するた

めのもので、ＣＤＭＡとＧＳＭの折哀といわれ

るＵＭＴＳの導入を、両社がそれぞれ培った

技術を合わせて実現させる。また合弁会社は、

ＧＰＲＳやＥＤＧＥ（ＥｎｈａｎｃｅｄＤａｔａｒａｔｅｆｏｒ

ＧＳＭＥｖｏｌｕｔｉｏｎ）の開発にも携わることに

なっている。

（注１）一般回線を用いて高速通信を実現する技術
の総称。

（注２）非対称デジタル加入者線。ｘＤＳＬ技術の
一つ。電話の音声よりも高い周波数帯域を
利用し、通信速度を高める。

（１）「総合」を守りながらも再編進める

シーメンス

シーメンスは携帯電話端末では世界６位で

あるが、欧州ではノキア、モトローラに次ぐ

３位で、ＧＳＭ地上設備では世界市場でもノ

キア、エリクソンに続く３位である（表３、

表４参照）。特に、最近増えているプリペイ

ド式携帯電話の地上設備に強い。２０００年初め

にボッシュ（Ｂｏｓｃｈ）の携帯電話部門を買い

取り、欧州市場でモトローラとの差を縮めて

いる。４月には組織を再編し、通信機器端末

と携帯電話部門をＩＣＭ（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎａｎｄ

ＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎＭｏｂｉｌｅ）部門として一つ

にまとめた。

同社は携帯電話の工場をドイツ国内３ヵ所

と中国の上海に持ち、いずれも生産能力を従

来の合計５００万台から倍の１，０００万台に拡張中

である。しかし同時に、外注によって携帯電

話の自社製造率を７０％以下に抑え、市場の変

化に柔軟に対応できる戦略をとっている。こ

のために２０００年７月末にシンガポールのフレ

クストロニクス社（Ｆｌｅｘｔｒｏｎｉｃｓ）と提携し

て、今後３年間に３，３００万台の携帯電話端末

を同社から購入する取り決めを交わした。こ

れは１年当たりに換算すると、９９年の販売台

数の８５％に相当する。

携帯電話の開発はドイツ国内のほか、デン

マークと米国のサンディエゴ、および北京で

行っている。次世代携帯電話ではアルカテル

が富士通と提携したのに対し、富士電機や富

士通と伝統的な関係を持つシーメンスは逆に

ＮＥＣと提携した。両社合わせて２００４年まで

毎年８億ユーロを、ＵＭＴＳの開発に投入す

る予定である。

シーメンスが携帯電話でノキアやモトロー

ラなどにつけられた差は大きい。携帯電話以

外の通信機器部門を持つことはシーメンスの

３．シーメンス、フィリップス、イン

フィニオン
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強みだが、この部門でシーメンスが世界の

トップに立つのは、従来型電話交換機だけで

ある。ＮＥＣとの提携をもってしても、ＩＰ通

信や広帯域技術でシスコシステムズ、ルーセ

ント・テクノロジー、３Ｃｏｍ、ノーテルネッ

トワークスなどの先端企業に追いつくのは不

可能ではないかとみられている。

シーメンスは依然として欧州最大の電機

メーカーで、全世界でもＧＥ、ＩＢＭに次いで

第３位に位置する。売り上げ規模では、欧州

２位のフィリップスの倍以上である。２０００年

度（９９年１０月～２０００年９月）の売り上げは

７６０億ユーロ、売上利益率は３．９％と、いずれ

も創業以来最高の記録を達成する見込みであ

る。この好業績を背景に、２００１年３月には

ニューヨーク証券取引所に上場する。

シーメンスは、欧州のほかの多くのエレク

トロニクス企業のように特定のコア事業に特

化することなく、現在でも白熱電球からガス

タービン発電プラントまで手がける総合電機

メーカーである。

しかし事業の再編は行っており、９８年夏に

「１０項目プログラム」を掲げて事業の見直し

を始めた。同年秋の英国半導体工場の閉鎖を

皮切りに、電機部品や電線ケーブルの製造部

門の売却、コンピュータ部門の富士通との統

合、半導体部門インフィニオン（Ｉｎｆｉｎｅｏｎ）

や電子部品部門エプコス（Ｅｐｃｏｓ）の独立子

会社化、上場などにより、売り上げで８５億

ユーロ相当、６万人の社員の部門を本社から

切り離した。

また、中間管理職以上の３万人に関して従

来の年功型の給与規定が廃止され、結果重視

型の報酬制度が導入された。うち約４，０００人

の管理職には固定報酬の１．５倍の成果報酬が

与えられ、さらにトップ１，５００人にはストッ

ク・オプション制度も用意された。成果が出

なかった場合の懲罰も厳しい。これまでに２

人の取締役が解任された。医療機器部門の場

合は、トップ管理職の４分の１が入れ替わっ

ている。

しかし、シーメンスの１３の事業部門のうち、

国際的にトップクラスの地位を占めるのは６

部門にすぎない。自動化機器部門ではＡＢＢ

やロックウェル（Ｒｏｃｋｗｅｌｌ）と、医療機器

部門ではＧＥと世界のトップを争い、照明機

器部門のオスラム社（Ｏｓｒａｍ）はフィリッ

プスに次いで 世界２位のシェアを占める。

発電機部門はＧＥとアルストムに次いで、送

配電装置部門ではＡＢＢとアルストムに次い

でいずれも世界３位である。鉄道部門では信

号機技術でトップに立つが、車両技術ではア

ドトランツ（Ａｄｔｒａｎｚ）を買収したボンバ

ルディエ（Ｂｏｍｂａｒｄｉｅｒ）やアルストムに押

され気味である。

自動車電装品の規模はまだ小さく、プラン

ト部門も世界シェアは４位である。電気設備

部門や情報技術（ＩＴ）サービス部門は欧州

だけで、全くグローバル展開していない。グ

ループ内で最も小さな組み立て・マテハン機

器（小包選別機、倉庫機械など）部門は、ス

ペア部品や保守整備で稼いでいる状況である。

これらの事業を今後シーメンスがどのように

位置付けるかによって、同社が模範とする

ＧＥとの差が縮まるか広がるかが決まる。

（２）家電と携帯電話の連携目指すフィリッ

プス

フィリップスの携帯電話端末は欧州市場で

エリクソンに続く６位にすぎず、シェアは５

％にも達していない。世界市場ではサムスン

（Ｓａｍｓｕｎｇ）やパナソニックにも差を付け

られ、３．３％のシェアでようやく９位である。

しかし、フィリップスはこの世界シェアを１０

％にまで３倍増する目標を掲げている。

同社の戦略のカギは、家電と携帯電話の連

携にある。特に音響機器や画像機器のための

統合メディア戦略の中に移動体通信を位置付

け、このために携帯電話事業は同社の売り上

げの４割を占める家電部門の中に統合された。
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統合メディアと携帯電話の融合を目指す同社

の命運を左右するのは、音響・画像データを

高速伝送できる次世代携帯電話の開発である。

このため、オランダとフランスにある研究開

発センターの強化拡張を進めている。

しかし同社は、アルカテルやシーメンスの

ように次世代携帯電話での開発パートナーを

まだ得ていない。米ルーセント・テクノロ

ジーと合弁で９７年に米国に設立したフィリッ

プス・コンシューマ・コミュニケーション社

（ＰｈｉｌｉｐｓＣｏｎｓｕｍｅｒＣｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ）

は、製造の遅れや品質問題などのため、設立

後２年で解消されている。

欧州第２の電機メーカーであるフィリップ

スでは、９０年代を通して継続的に経営の立て

直しが行われてきた。特に９６年からは、新社

長の下で事業売却や企業買収による事業転換

がさらに活発になっている。９８年に世界

２７０ヵ所あった事業所は９９年末には２００ヵ所に

減少、２００１年までに１６０～１７０ヵ所に減らすこ

とを目標としている。９７年から利益が出てい

るものの、まだ利益は安定していない。同社

の事業転換の目的は、約８０の製品分野のすべ

てで世界３位以内に入ることである。しかし、

同社のランキング上位の製品はほとんどが成

熟商品で、携帯電話のような成長商品では出

遅れている（表５参照）。

（３）半導体市場で成長するインフィニオン

世界の半導体市場は９９年には前年比１９％増

加し、それまでの最高（１，４４０億ドル、９５

年）を上回る１，４９０億ドルの売り上げを記録

した。シェア上位は米国、日本、韓国の企業

で占められているが、欧州メーカー３社も大

手１０社の最後部に入り込んでいる。中でもド

イツのインフィニオンは、９９年には売り上げ

を前年比３３．６％増加させ、それまでの１０位か

ら８位に上昇した。

それまで８位だったオランダのフィリップ

ス・セミコンダクター（ＰｈｉｌｉｐｓＳｅｍｉｃｏｎ‐

ｄｕｃｔｏｒｓ）は同年５月にＶＬＳＩテクノロジー

（ＶＬＳＩＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）を買収したにもかか

わらず、売り上げの伸びは１４．１％で１０位に転

落した（表６参照）。しかし２０００年６月に、

ＩＢＭの米ニューヨーク州のウェハー工場を

買収すると発表した。これにより、同社の生

産能力は１２．５％増強される。

インフィニオン、フィリップス・セミコン

ダクターと市場を分け合うＳＴマイクロエレ

クトロニクス（ＳＴＭｉｃｒｏｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ）は、

仏トムソン・セミコンダクター（Ｔｈｏｍｓｏｎ

Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）と伊ＳＧＳが８７年に合併し

てできたＩＣカード用チップのトップ企業で

ある。フィリップス・セミコンダクターと

ＳＴマイクロエレクトロニクスは、９２年以来

協力関係にある。両社は共同でフランスのク

ロールに３００ミリ・ウェハー・パイロットプ

ラントを７億ユーロをかけて建設しており、

２００２年から生産を開始する計画である。

表５ フィリップス社製品のランキング

製 品 世界ランク 欧州ランク

照明器具 １ １

オーディオ・ビデオ ３ ２

シェーバー １ １

スチームアイロン ２ ２

半導体 ９ ３

カラーブラウン管 １ １

レーザーオプティクス ３ １

モニター ２ １

医療診断用画像機器 ３ ２

デジタル機器 ２ １

ワンチップテレビ回路 １ １

パソコン用ビデオカメラ １ １

電話機 ４ １

ＬＣＤ １ １

（出所）フィリップス社ホームーページ
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シーメンスの子会社であるインフィニオン

は、９８年９月の決算では３１億８，０００万ユーロ、

９９年９月決算では４２億４，０００万ユーロの売り

上げを記録した。メモリー半導体が前年比８６

％増と大きな伸びを示したためである。これ

により、メモリー半導体は売り上げの２９％を

占め、同社の最大部門となった。売り上げの

１５％を占めるＩＣカード用チップも３３％増加

した。携帯電話用半導体は２４％増で売り上げ

の２１％を占め、第２の部門になっている。そ

の他の通信・マルチメディア用半導体は売り

上げの１９％を、自動車用・産業用半導体は１６

％を占めている。同社の売り上げの６割が欧

州域内で、そのうち約半分が本国のドイツで

販売されている。

同社は２０００年３月、ニューヨークとフラン

クフルトの株式市場に上場した。同時に、米

国のインテルが２億５，０００万ドルで資本参加

した（シェアは１％）。インテルと同社は共

同でＤＲＡＭの生産を行うことになっている。

ＤＲＡＭの生産ではモトローラとの合弁会社

ホワイト・オーク・セミコンダクター

（ＷｈｉｔｅＯａｋＳｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）を米バージ

ニア州に持つが、この合弁会社のモトローラ

の持ち株を買い取って完全子会社化した。イ

ンフィニオンは製造技術の開発では、米国の

ＩＢＭおよび台湾のＵＭＣ（聨華電子）と協力

関係にある。親会社のシーメンスは、イン

フィニオンへの出資比率を現在の７１％から４

％に減らし、インフィニオンを事実上独立さ

せることを目指している。

欧州各国で、次世代携帯電話規格である

ＵＭＴＳ（ＵｎｉｖｅｒｓａｌＭｏｂｉｌｅ

ＴｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓＳｙｓｔｅｍ）向けの周

波数帯の割り当てが行われ、英国とドイツの

入札価格は高騰した。これはメーカーにとっ

て大きな負担となり、採算がとれない可能性

もある。このため、次世代と現行の中間の技

術であるＧＰＲＳ方式が再び注目され始めた。

（１）高騰する落札価格

２０００年に入ってから、欧州各国でＵＭＴＳ

と呼ばれる第３世代携帯電話の周波数帯域免

許の割り当てが行われている。スペイン、

４．次世代携帯電話をめぐる動き

表６ 世界の半導体メーカー大手１０社

（単位：１００万ドル、％）

メーカー名 売り上げ（９９年） 前年比 ランク（９９年） ランク（９８年）

インテル ２６，８０６ １７．７ １ １

ＮＥＣ ９，２１０ １５．９ ２ ２

東芝 ７，６１８ ２８．８ ３ ４

サムスン ７，１５２ ５０．２ ４ ６

テキサス・インスツルメンツ ７，１２０ ２２．３ ５ ５

モトローラ ６，３９４ △９．８ ６ ３

日立 ５，５５４ １９．０ ７ ７

インフィニオン ５，２２３ ３３．６ ８ １０

ＳＴマイクロエレクトロニクス ５，０７７ ２０．９ ９ ９

フィリップス・セミコンダクター ５，０７４ １４．１ １０ ８

（出所）データクエスト、エレクトロニック
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フィンランド、英国、ドイツなどで割り当て

が行われた。この割り当てでは、入札ではな

く、時間とともに価格が競り上がる競売方式

で行われた国もある。

最初に競売方式でライセンス取得者とその

料金を決定したのは英国である。４月に行わ

れた競売で、ライセンスを競り落とした５社

の競売価格の合計は、当初予想の３倍の２２５

億ポンドだった。事前に決められた５つのブ

ロックに分けた周波数帯域に対して、１３社が

競売に参加した。このうち４社は、既に

ＧＳＭ方式の携帯電話サービス事業を英国内

で提供している企業である。そのうちの一社、

ボーダフォン・エアタッチ社（Ｖｏｄａｆｏｎ

ＡｉｒＴｏｕｃｈ）は、１００億ユーロを超える最高

額で競り落とした。既にＧＳＭの地上施設網

を持つ４社にとっては、この価格はそれほど

大きな負担とはならないが、残る１つの周波

数帯ブロックを７４億ユーロで競り落としたカ

ナダのＴＩＷ社は、地上施設設置のための建

物所有者との交渉を新たに行わなければなら

ない。

このような高いライセンス価格では採算が

とれないとの理由で、７月末から行われてい

るドイツでの競売では、ＭＣＩワールドコム

（ＭＣＩｗｏｒｌｄｃｏｍ）などいくつかの通信業

者は事前に競売への参加を取りやめ、参加企

業は当初予定の１３社から７社に減少した。８

月１７日に６社が決定したが、英国やドイツで

高額な入札額を支払わされる企業は、国に

よって異なる割当制度が競争を阻害している

として、欧州委員会への提訴を検討している。

自国でのライセンス取得にあまり経費をかけ

ずに済むスペインのテレフォニカ社

（Ｔｅｌｅｆｏｎｉｃａ）などは、その分を他国での

免許取得に投資できる一方、英国やドイツの

事業者は自国での免許取得だけで資金が底を

つく恐れがあるためである。

（２）注目される「２．５世代」規格

このため、再び注目を集めているのが携帯

電話用高速情報通信技術（Ｇｅｎｅｒａｌｐａｃｋｅｔ

ｒａｄｉｏｓｅｒｖｉｃｅ：ＧＰＲＳ）である。ドイツテ

レコムの携帯電話子会社、ドイツテレコム・

モビールネット（ＤｅｕｔｓｃｈｅＴｅｌｅｋｏｍ Ｍｏ‐

ｂｉｌｎｅｔ）が２０００年９月に世界初の実用サービ

スを開始する同方式は、現在の欧州の携帯電

話方式ＧＳＭに約８，０００万ユーロの追加投資で、

携帯電話によるインターネット接続が可能に

なる。当初は４０キロビット／秒、中期的には

１００キロビット／秒でのデータ伝送が可能と

なる。

この技術は「第２．５世代携帯電話」とも呼

ばれ、速度や容量は限られているものの、イ

ンターネット携帯電話でどのようなことがで

きるかを最先端志向の消費者に知ってもらう

ための「入門編」として、ＵＭＴＳが登場す

るまでのつなぎの技術と理解しているメー

カーが多い。

しかし、調査会社のフォレスター・リサー

チ社の分析によると、次世代携帯電話で最も

よく使われるのは、マルチメディア情報端末

よりも音声通信に電子メールや株式情報、チ

ケット予約などの簡単なデータ機能を付加し

たスマートフォンに集中すると予測されてい

る。これは既に日本で普及しているＮＴＴド

コモの「ｉモード」とあまり変わらない。そ

うであれば、価格の安いＧＰＲＳに需要が集

中し、ＵＭＴＳは画像を重視するゲームやス

ポーツ、あるいは特殊なビジネス用途に需要

が限られる可能性もある。
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